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 立地適正化計画　　　　　　　
◆都市再生特別措置法の改正（立地適正化計画制度の創設）

　都市における今後のまちづくりは、人口の急激な減少と高齢化を背景として、高齢者や子育て世代にとっ

て安心できる健康で快適な生活環境を実現すること、財政面及び経済面において持続可能な都市経営を可能

とすることが大きな課題です。

　このような中、医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、高齢者をはじめとする住民が公

共交通によりこれらの生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉や交通なども含めて都市全体の構造を見

直し、『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』の考えで進めていくことが重要となっています。

　こうした背景を踏まえ、行政と住民や民間事業者が一体となってコンパクトなまちづくりに取り組んでい

くため、都市再生特別措置法が改正され、立地適正化計画制度が創設されました。

　立地適正化計画は、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等の様々な都市機能の誘導により、都市全

域を見渡したマスタープランとして位置付けられる「都市計画マスタープランの具現化版」であるととも

に、コンパクトシティ形成に向けた取組を推進するものです。 

　富士市では、都市再生特別措置法に基づく２つの誘導区域（都市機能誘導区域・居住誘導区域）に加え

て、多様な暮らし方の維持と産業基盤を維持する観点から、市独自の３つの区域（住宅店舗等共存区域・ゆ

とりある低層住宅区域・工業振興区域）を設定しています。 

第 5 章　その他

＜区域図＞
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法
令
区
域

都市機能誘導区域

商業・医療・公共施設等の都市機能を公共交通の充実した都市

拠点や生活拠点に誘導・集約し、各拠点の賑わいや、利便性向

上を図る区域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市
独
自
設
定
区
域

住宅店舗等共存区域

住宅と一定規模の店舗が共存する比較的

利便性が高い生活環境を形成する区域　

ゆとりある低層住宅区域

閑静でゆとりある低層住宅の専用地に

特化した区域　　　　　　　　　　　

工業振興区域

産業基盤を維持するとともに、企業等の

良好な操業環境を形成する区域　　　　

居住誘導区域

人口減少下においても、一定の人口密度を維持し、利便性の

高い公共交通と生活利便施設の立地を維持する区域　　　　

【凡例】

■都市機能誘導区域

　★まちなか　★地域拠点

■居住誘導区域

■住宅店舗等共存区域

■ゆとりある低層住宅区域

■工業振興区域

■災害リスクの高い区域


